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構造改革特別区域計画 

 
１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 
神奈川県、川崎市 

 
２ 構造改革特別区域の名称 
国際臨空産業・物流特区 

 
３ 構造改革特別区域の範囲 
横浜市鶴見区及び神奈川区並びに川崎市川崎区の区域の一部（京浜臨海部） 
※別添図面のとおり 

 
４ 構造改革特別区域の特性 
（1） 京浜臨海部の現況 

京浜臨海部は、明治後期から工業地の埋立造成が始まり、港湾物流、機械、自動車、

造船、鉄鋼、エネルギーなどの我が国を代表する企業が、相互に関連しながら集積し

てきた、横浜市から川崎市にわたる一体的な地域で、長らく日本を代表する工業地帯

として我が国の経済活動を牽引してきました。 
しかし、産業構造の転換に伴う企業の再構築や工場の移転等により産業活力が著し

く低下してきており、日本経済低迷の原因の１つにもなっています。 
その一方で、この地域は、首都圏４，０００万人の大消費地に隣接しており、大規

模な土地や優れた研究開発機関、高度な技術を蓄積した人材・企業などの産業資源を

有し、また、陸・海・空の交通の要衝であるなど、数々の優れた立地特性を有してい

ます。特に港湾機能については、我が国の中枢を担う一大貿易拠点、首都圏の社会経

済活動を支える物流拠点としての役割が期待されています。 
 

（2） 京浜臨海部活性化の取組 

神奈川県と川崎市では、総合計画である「かながわ新総合計画２１」、「川崎新時代

２０１０プラン」の中に、重点的に取り組む課題として、臨海部の再編整備を位置づ

け、横浜市とも連携しながら、京浜臨海部の活性化に取り組んでいます。 
国においても、この地域の都市再生を目指して、第一次都市再生プロジェクトとし

て、東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備、川崎ゼロ・エミッション工業

団地の整備などに関連して「大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築」を決定し、

第四次都市再生プロジェクトとして、横浜臨海部の理化学研究所横浜研究所を１つの

拠点とする「東京圏におけるゲノム科学の国際拠点形成」を決定しています。 
また、平成１４年１０月には、京浜臨海部の埋立地約４，４００ｈａを対象に、全

国で唯一、「京浜臨海都市再生予定地域」を設定し、必要な基盤と土地利用について検

討を行い、都市再生に向けた条件整備を迅速に進めることとしています。 
さらに、隣接した羽田空港についても、平成１４年６月に、「経済財政運営と構造改
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革に関する基本方針２００２」において、「羽田空港を再拡張し、２０００年代後半ま

でに国際定期便の就航を図る。」ことが閣議決定されています。また、地元経済団体な

どが、国際的な臨空産業の集積を目指した「エア・カーゴ拠点整備構想」や「神奈川

口構想」を国や県・市などに提案しています。 
なお、本特区計画の関連事業である「不動産取得税の軽減措置」、「京浜臨海部企業

立地計画策定支援補助事業」、「都市再生予定地域の設定」「都市再生総合整備事業」等

については、横浜臨港地区を含めた京浜臨海部を対象として、現在、実施しており、

さらに、今後段階的に取り入れる特定事業である「外国人研究者の受け入れ促進事業

（５０１～５０３）」、「民間事業者等による総合保税地域における一団の土地等の所

有又は管理事業（７０３）」についても、横浜臨港地区を含めた京浜臨海部を対象とし

て検討を進めています。 

 
（3） 川崎市臨海部の現況 

特区計画区域内にある川崎市臨海部は、製造業、石油関係企業等の産業が集積する

地域であり、ほぼ全域が保税地域に指定され、平成１３年の外国貿易額合計は、輸出

が全国１２位で約６，６９７億円（シェア１．３％）、輸入が全国第９位で約１兆     

３，１３４億円（シェア３．１％）、輸出入合計で約１兆９，８３０億円と全国で第８

位の貿易額となっており、平成１３年の輸入貿易額として、額の大きいものから順に

原油等、石油ガス類の次に肉類、魚介類等が、さらに１０位以内に果実、野菜といっ

た生鮮食料品が入っています。また、同年の川崎港への入港船隻数合計は      

３８，７６０隻、船舶総トン数合計は９，３００万６千総トンで全国第８位、貨物取

扱量合計は９，４１３万５千トンと全国第４位の取扱量で、京浜工業地帯の中核を担

う一大拠点として発展しており、横浜港と東京港の中間に位置する特定重要港湾とし

て、両港とともに我が国の経済を支える極めて重要な国際物流拠点となっています。 
川崎港は、京浜工業地帯の鉄鋼業、機械産業、石油産業等を支える港として発展し

てきましたが、国際社会がグローバリゼーションの進展を謳歌し、経済のあらゆる分

野の活動がボーダレスに拡大を続ける状況を踏まえて商港機能の拡大を図っており、

平成２年には東扇島地区の埋立が竣工し、今日では千鳥町地区等を合わせ、コンテナ

バースを含む外貿１７バース、内貿２４バースの合計４１の公共バースが整備され、

また、総合保税地域に指定されている「かわさきファズ物流センター」のほか、今や

アジア随一ともいわれる各企業の冷凍冷蔵倉庫等の物流施設が集積され、首都圏全体

の物流を支える一大物流拠点を形成し、今日では工業港としての機能に加え，商業機

能を併せ持つ総合港湾として重要な役割を果しています。 
特に近年の食料品輸入の増加等を背景に、平成１３年実績で東扇島地区における冷

凍冷蔵倉庫の設備能力は５２万トンを超え、また、年間入出庫量については約１９７

万トンに達し、神奈川地区全体の年間取扱量約４０５万トンの約４８．５％、東京地

区・神奈川地区を合わせた年間入出庫量１，００６万トンに対しても約１９．５％と

非常に高いシェアを占めており、東京湾全体の港湾物流にとって無くてはならない機

能を担っております。また、神奈川地区全体の冷凍冷蔵貨物保管量に対する同地区の

貨物保管量割合（平成１３年１２月末現在）は、冷凍水産物が約６８％、水産加工品
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が約４９％、畜産物にいたっては９２％強、冷凍食品が約６７％と極めて高いシェア

を占め、これら輸入食品は、特に流通の迅速化が要求されています。 
また、扇町地区には主に輸入青果物を取り扱う民間ふ頭が流通加工サービスを展開

し、さらに浮島地区には、本年４月から輸入食肉類を主に取り扱う大規模流通加工施

設が開業し、搬入搬出合わせて、年間で約８０万トンの貨物を取り扱う事業計画とな

っています。 
 
以上のように、京浜臨海部は、川崎港の物流拠点としての高度な機能などを活かし

ながら、羽田空港の再拡張・国際化も視野に入れた、まちづくりや交通基盤の整備な

どの新しい動きも出始めており、早急に規制緩和を実施して、民間事業者を中心とし

た新たな社会経済活動の動きをさらに加速していくことが求められている地域です。 
 
５ 構造改革特別区域計画の意義 
（1） 物流機能の国際競争力強化 
近年、経済活動のグローバル化に伴い、人、物、情報がボーダレスに展開するなか、

アジア経済の急速な発展や円高、国内の人件費の高さなどから製造業等の海外移転が

進むなど、産業の空洞化が進展していますが、我が国全体の輸出額の約９割は依然と

して製造業が占め、その大部分が港湾を利用して諸外国に輸送されています。京浜臨

海部においても、世界をリードする製造業が数多く立地し、メガコンペティションの

中、特にアジア域内での最適地生産を進展させ、構造転換を急速に進めており、こう

した産業活力を支えるため、川崎港においても、各企業の国際水平分業体制を支える

国際港湾物流の強化が求められています。 
さらに、食料品等の生活関連消費物資やエネルギー等の多くを輸入に依存している

我が国の現状から、物流コストは物価への影響など、国民生活水準に直接的な影響を

もたらすものです。首都圏を背後に控えた東京湾市場はアジア随一の巨大マーケット

であり、川崎港はこれら巨大な消費地を支える物流拠点として、港湾物流機能を高度

化し、国際競争力を強化することが強く求められています。特に前記のとおり川崎港

には数多くの冷凍冷蔵倉庫等の立地から、輸入食料品を主体とした非常に大きな物流

の集積があり、通関手続きにおけるリードタイムの短縮とコストの削減を図ることは、

港湾物流の活性化にとって極めて大きな意義を有するものです。 
そこで、物の流れの出入口、国際ゲートウェイである川崎港において「税関におけ

る執務時間外における通関体制の整備」及び「臨時開庁手数料の軽減」の取り組みに

より、物流機能の効率化、スピード化、高度化を図り、国際競争力を強化するもので

す。 
加えて、最近では、ＩＴ等の高付加価値な工業製品、部品などは航空貨物による輸

送も増大しており、港湾の国際競争力の確保とともに、羽田空港の再拡張・国際化な

ど空港の処理能力の向上が求められています。京浜臨海部は、羽田空港に隣接してお

り、かわさきファズなどの流通施設が数多く集積しており、羽田空港の国際化により、

海上輸送・航空輸送及び陸上輸送も有機的に結びつけた多機能、総合的な一大物流拠

点として、京浜臨海部の活性化の起爆剤となるに留まらず、日本全体の物流の国際競
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争力強化にもつながるものです。 
 

（2） 国際臨空産業の集積 
羽田空港の再拡張・国際化は物流だけではなく、人と情報のグローバルな交流拠点

としてのポテンシャルを高めることから、これに着目した国内外の企業の京浜臨海部

への進出が促進されます。 
そこで、空港へのアクセス強化のための基盤整備とともに、外国人研究者の受け入

れ促進事業などの規制緩和も取り入れながら、研究所やホテル・コンベンション、外

資系オフィス、ショッピングセンターなどの国際臨空産業を集積し、京浜臨海部の活

性化を図ります。 
 

（3） 経済の活性化への貢献 
構造改革特区を活用して物流機能の国際競争力強化を図り、さらに、これらを活用

して新しい産業集積を促進させることにより、これらを起爆剤として、２０世紀の日

本経済を牽引してきた代表的な工業地帯である京浜臨海部が、臨港地区内外の様々な

地域特性を活かし、産業の空洞化等による低迷から再生することは、この地域の活性

化のみならず日本経済全体の活性化につながるものであり、さらに、羽田空港の再拡

張・国際化を視野に入れた新しい産業集積の成功事例を示すことは、全国の同様な工

業地域の構造改革モデルとなります。 
 

６ 構造改革特別区域計画の目標 
（1） 川崎港の国際物流機能の効率化による貿易振興 
京浜臨海部の立地企業の大部分が港湾を利用して、食料品や原材料などを輸入し、

製品を輸出している現状から国際物流機能の効率化、スピード化、高度化を図ること

が不可欠となっています。 
このため、規制緩和や港湾施設利用者に対する利便性の向上などを行い、東京港・

横浜港と並ぶ我が国の中枢を担う一大貿易拠点である川崎港における輸出入貨物のス

ピーディーかつリアルタイムな流通確保に係る条件整備を推進し貿易の振興を図りま

す。 
規制緩和として、国際物流のノード（結節点）となる通関手続きについて、リード

タイムの短縮とコストの削減を図るため、「臨時開庁手数料の軽減による貿易の促進

事業（７０１）」、「税関の執務時間外における通関体制の整備による貿易の促進事業

（７０２）」、さらに、港湾施設利用者に対する利便性の向上として、入港料・港湾施

設使用料の軽減などに取り組むことにより、必要な原料や商品を、より安く、より早

く、より安全に提供できるシステムの構築を支援します。 
 

（2） 国際物流機能の高度化に対応した企業誘致 
現在、我が国の多くの企業は、アジア地域など世界規模での最適な場所で作ったも

のを使い、販売するという最適地生産を展開しています。このように、原材料や部品

の調達、生産、販売に至るグローバルな規模でのＳＣＭ（サプライチェーンマネージ
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メント）システムにより、市場の変化と生産・仕入を同調させるなどの最適な在庫管

理を目指しています。こうしたグローバルなＳＣＭシステムを取り入れている企業や、

国際物流サービスの事業者などのニーズに対応するためには、輸送や流通加工、保管

など物流ルート全体のリードタイムの短縮をするための川崎港の国際物流機能の効率

化とともに、企業立地への支援が求められています。 
このため、本特区計画区域である京浜臨海部全域を対象として、グローバルなＳＣ

Ｍシステムを取り入れている企業、「サードパーティ・ロジスティクス」と呼ばれる物

流システム全般を請け負う物流事業者、国内企業が使用する外国メーカーの部品など

の在庫管理を請け負う国際物流事業者などに対する「京浜臨海部企業立地計画策定支

援補助事業」や「不動産取得税の軽減措置」により、これらの企業立地を誘導してま

いります。 
また、国際物流関連企業の新規立地を促進する総合保税地域を羽田空港周辺部など

京浜臨海部（横浜港臨港地区を含む。）に設定するため、関連事業（７０３）の管理運

営主体となる民間事業者に対する「都市再生緊急整備地域」の民間都市再生事業計画

に基づく金融支援の活用など、積極的な誘致策についても検討してまいります。 
さらに、国際物流拠点における国内輸送部分の強化として、川崎縦貫道路Ⅰ期の整

備や大師橋の整備を促進し、川崎港など京浜臨海部と羽田空港との連絡強化を図りま

す。 
 

(3)  羽田空港再拡張・国際化への対応 
今後、我が国の企業のグローバルでスピーディーな活動を支えるためには、京浜臨海

部のような国際空港に近接した地域における航空輸送を活用した人・物・情報の交流が

不可欠となっています。 
特に、インターネットにより世界中の情報が即時に入手できる情報のグローバル化時

代では逆に、ｆａｃｅ ｔｏ ｆａｃｅによる高度な情報交換や研究・技術交流などの

重要性が高まって、意志決定の中枢にあるビジネスマンや先端的な研究者、技術者は航

空機を利用して、グローバルにビジネスを展開しています。 
そこで、本特区計画区域である京浜臨海部全域においては、羽田空港の再拡張・国際

化により、これまでの国際物流拠点としての物の交流に加えて、グローバルな人・情報

の交流拠点としてのポテンシャルが高まってきますので、大規模な工場跡地などを活用

して、ホテル・コンベンションなどの交流施設や外資系オフィス、先端的研究開発拠点

などの立地を促進し、また、エアーフロントという特性を活かした居住機能やショッピ

ングセンターなどの商業施設、レストランや娯楽施設などの集積を促進します。 
このため、羽田空港の再拡張・国際化に対応して、羽田空港へのアクセスを強化する

ため、東海道貨物支線貨客併用化や都市再生予定地域設定による東京都側との連絡路等

の都市基盤整備の検討、都市再生緊急整備地域指定による民間都市開発事業への支援の

実施などにより、世界への玄関口としてのポテンシャルを高めていき、あわせて、京浜

臨海部（横浜港臨港地区を含む。）における関連事業（５０１～５０５）の実施により、

外国人研究者の受け入れ促進など外国人の働きやすい職場環境の整備等を進めていき

ます。 
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（4） 京浜臨海部の活性化と全国的な構造改革への波及 
京浜臨海部は、首都圏４，０００万人の大消費地に近接し、国際物流における陸・海・

空の輸送手段の組み合わせが可能で、そのポテンシャルは極めて高く、川崎港の国際物

流機能の効率化に引き続き、国際航空貨物の需要の増大が見込まれることなどから、本

特区計画に基づき、特定事業による規制緩和と企業への立地支援（不動産取得税の軽減

措置等）、羽田空港・川崎港等の関連インフラ整備（川崎縦貫道路Ⅰ期の整備等）等の

着実な実施により、その立地特性を活かし、我が国の国際物流システムをネットワーク

化するための国際物流拠点の形成を、羽田空港が再拡張・国際化される２００９年を目

指して進めてまいります。このように、国際物流関連企業の立地促進などを導火線とし

て、国際的な臨空産業の集積を図り、京浜臨海部の活性化による日本経済の再生及び全

国的な構造改革への波及を目指します。 
 
７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 
本特区計画の実施により、京浜臨海部の活性化はもとより首都圏及び日本経済の再

生に寄与することが期待されます。 
 

（1） 川崎港の国際物流機能の効率化による効果 
京浜港の中心に位置し、背後圏に巨大な消費地である首都圏を擁する川崎港におい

て、構造改革特別区域計画を実施し、他の関連事業と合わせて港湾物流を活性化させ

る取り組みを進めることにより、東京湾全域の港湾貨物の取り扱いを拡大させること

ができ、市内就業者（港湾関連産業）の拡大や市内企業（製造業、流通業、物流業）

の活性化、市民への安価な輸入製品の提供など市内経済の活性化が図られることにな

り、市民生活の向上にもつながります。 
特に冷凍冷蔵倉庫をはじめとした物流倉庫群が集積し、東京港・横浜港を含めた、

東京湾全域のロジスティクス拠点機能を担う川崎臨海部において、特定事業７０１、

７０２を実施することは、稼働率の向上等による貨物取扱量の増加やサプライチェー

ンマネージメントの進展に対応する物流のスピード化をもたらし、国際港湾物流の高

度化につながり、リードタイムの短縮化や港湾コストが低減による経済的社会的効果

が期待できます。 
また、川崎港には、スーパー中枢港湾として東京港、横浜港において形成されるコ

ンテナターミナルの機能を補完し、港湾利用コスト低減やリードタイムを現状の３～

４日からシンガポール並の約１日への短縮を実現するなど、湾域を１つとする国際競

争力のある国際コンテナ物流の形成のための役割が期待されており、特定事業７０１、

７０２による国際港湾物流の促進は、川崎港はもとより東京湾全域における国際港湾

物流の高度化に直結し、その社会的経済的効果は広い範囲に及ぶものです。なお、川

崎港港湾計画における取扱貨物量は次のとおりとなっています。 
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既定港湾計画（平成１２年３月改訂） 

目 標 年 次 平成２０年代前半（目標） 現況(２００１年) 

取 扱 貨 物 量 外貿   ５，５７０万トン 
うちｺﾝﾃﾅ     ４６４万トン 

内貿   ４，４１０万トン 

うちﾌｪﾘｰ   ３２０万トン 

合計   ９，９８０万トン 

外貿   ５，５６４万トン 
うちｺﾝﾃﾅ      ４３万トン 

内貿   ３，８５０万トン 

うちﾌｪﾘｰ     ３２４万トン 

合計   ９，４１４万トン 

 
 

(2) 羽田空港の再拡張・国際化による効果 
○ 神奈川県への経済効果は約２，８３０億円（神奈川県：羽田空港国際化周辺整備

基本調査（平成１４年度より）） 
※推定条件 
・ 推定年次は、２０１７年 
・ 旅客、貨物の増加に伴う運賃収入等の直接効果とこれに伴う間接効果（第１次、 

第２次間接効果） 
・ 施設の建設等の基盤整備に要する費用を除く 
○ 全国への経済効果は約１兆円（川崎商工会議所：エア・カーゴ拠点整備構想より） 

新規雇用の創出 １０５，０００人（   〃           ） 
※ 推定条件 
・ 羽田の発着回数４０万回／年、そのうち国際線１５万回／年と仮定 
・ 上記の金額は、施設の建設等の基盤整備に要する費用を除く 

 
８ 特定事業の名称 
・臨時開庁手数料の軽減による貿易の促進事業（７０１） 
・税関の執務時間外における通関体制の整備による貿易の促進事業（７０２） 

 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連す

る事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 
 

(1) ８の特定事業と併せて実施する関連事業 
ア 港湾施設利用者に対する利便性の向上策 

(ｱ) 入港料・港湾施設使用料に係わる経費について 

① 公共岸壁使用料の軽減化 

・ 川崎港コンテナターミナルに着岸するコンテナ船の係留施設使用料の減

額措置（平成８年４月実施） 

コンテナ貨物の積卸のため、川崎港コンテナバースを使用するときは、

２分の１以内を限度として減額しています。 
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・ ダイレクトオンバース制度の導入（平成１１年１０月実施） 

荷役の前日に着岸する総トン数１，０００トン以上の船舶を対象に、

着岸時から荷役を開始する午前７時３０分までの間を使用料算定の基礎

となる係留時間から除いています。 

 

・ １日２回以上利用する船舶の使用料軽減（平成１２年６月実施） 

総トン数１，０００トン以上の船舶で１日２回以上利用する船舶の使

用料については、２回目以降を免除しています。 

 

・ 使用回数に応じた使用料の減額（平成１３年４月実施） 

月に４回以上使用した総トン数７００トン以上の内航船及び総トン数

３，０００トン以上の外航船で同一の運航者によって運航される同一船

舶について、当該船舶の４回目以後の使用料を１０％減額しています。 

 

・ 日曜荷役に係る係船岸壁使用料の軽減化（今後検討） 

 

② 入港料等の軽減化 

・ 初入港コンテナ船への入港料免除（平成１０年１２月実施） 

新規コンテナ定期航路開設に伴い、初めて入港する船舶に対する入港

料を免除しています。 

 

・ 月に一定回数以上入港する船舶に対する入港料減額(今後検討) 

 

（イ） 行政手続きの簡素化及び効率化 

① 港湾物流プラットホームの構築 
川崎港を含む国内主要１０港の港湾管理者と国は、港湾物流プラットホ

ームの構築を研究しており、国際海上コンテナ輸送に関わる行政・民間の

全ての主体が、遅延なく共有すべき情報を電子的にやりとりすることを可

能とし、国際海上コンテナ輸送に関わる業務を滞りなく、低コストで実施

するためのシステム構築を進めています。 
これにより、情報交換の円滑化、共有化が図られ、コンテナ貨物処理状

況やターミナル周りの渋滞解消などによる、陸上輸送効率化の促進等さら

なる物流の効率化が図れます。 
平成１５年度は、平成１７年度の完成を目指し、システム構築のための

検討を急いでいます。 
 
② ファックスでの受付業務の拡大に加え、港湾ＥＤＩによる各種申請手続

の受付け（平成１１年１０月実施） 

 
 



 9

イ 検疫の２４時間化 
平成１５年度中に「検疫の２４時間化」が全国において実施されることにな

っていますが、これを「税関の執務時間外における通関体制の整備」に伴い、

同時期に実施することが必要です。 
 
ウ 不動産取得税の軽減措置（神奈川県） 
京浜臨海部における産業の活性化及び雇用の創出を図るため、この地域での

一定の家屋及びその敷地の取得に対する不動産取得税について、取得の時期に

応じて税率を軽減しています。 
不動産の取得時期と適用税率 
・ 平成１３年４月１日から平成１５年３月３１日の取得 
本来の税率４％→２％又は３％に軽減 
・ 平成１５年４月１日から平成１８年３月３１日の取得 
本来の税率３％→１．５％又は２．２５％に軽減 

 
エ 京浜臨海部企業立地計画策定支援補助事業（神奈川県） 
京浜臨海部等の土地を取得し、又は借用して、新たに事業用施設を設置し、

事業展開を計画している企業に対し、事業活動を進めるために必要な調査研究

に対する補助金の交付を行っています。 
 

(2) 今後段階的に取り入れる特定事業 
ア 外国人研究者の受け入れ促進事業（５０１～５０３） 
 
イ 特定事業等に係る外国人の入国・在留諸申請優先処理事業（５０４） 

 
ウ 特定事業等に係る外国人の永住許可弾力化事業（５０５） 

 
エ 民間事業者等による総合保税地域における一団の土地等の所有又は管理事

業（７０３） 
 

(3) 港湾・空港関連インフラの整備 
ア 川崎縦貫道路Ⅰ期の整備推進 
浮島から国道１５号線までの第Ⅰ期区間７．９kmの整備を推進します。（平
成１８年度完成予定、浮島－殿町間３．５kmは平成１４年に開通済） 

 
イ 大師橋整備の推進 
多摩川渡河部における交通渋滞，老朽化に伴う安全性問題の解消のため、整

備を推進します。（平成１７年度完成予定） 
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ウ スーパー中枢港湾への取り組み 
川崎港はスーパー中枢港湾選定委員会での評価として、広域港湾連携の中で

湾域のコンテナ機能の分担、補完の形でスーパー中枢港湾への貢献を検討する

とされ、東京湾におけるコンテナ物流の高度化に貢献する可能性があるとされ

ており、川崎港は、湾域を単位とする広域連携のもとに、既存ストックを活用

したコンテナ物流機能の高度化を検討してまいります。 
 

エ 羽田空港の再拡張・国際化事業 
国は、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００２」において、「国

土交通省は、羽田空港を再拡張し、２０００年代後半までに国際定期便の就航

を図る。」ことを閣議決定しています。 
 

オ 都市再生予定地域の設定 
京浜臨海都市再生予定地域協議会において、 
・臨海部幹線道路の整備 
・港湾・物流機能の再編 
・水際線の開放等の親水・防潮護岸の整備 
・川崎駅～南渡田周辺地区～塩浜周辺地区の鉄道のあり方 
・東京都側との連絡路 
などの都市基盤整備の検討が進められています。 

 
カ 都市再生緊急整備地域の指定 
都市再生緊急整備地域に指定された３地域（横浜山内ふ頭、浜川崎駅周辺、

川崎殿町・大師河原）においては、地域整備方針に基づいた民間事業者による

民間都市再生事業と整合を図ります。 
 

キ 東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点 

第１次都市再生プロジェクトとして東京湾臨海部における基幹的広域防災拠

点の整備個所として、「首都圏広域防災拠点整備協議会」で川崎市臨海部が決定

されたのを受けて、東扇島地区において、首都圏の広範囲にわたり非常災害が

発生した場合に、緊急輸送の確保その他の広域的な災害対策の拠点としての機

能を発揮する基幹的広域防災拠点の整備に着手します。 
 
ク 都市再生総合整備事業 
京浜臨海部の中の、南渡田周辺地区が平成１４年３月に、塩浜地区が同年  

１２月に、それぞれ、都市再生総合整備事業を実施する特定地区に指定され、

都市基盤整備公団がコーディネイトを実施しています。 
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(4) その他（企業立地を支援する県市融資制度） 
ア 産業立地促進融資制度（神奈川県） 
中小企業や地域経済活性化等への効果が大きいと認められる企業への土

地・建物取得費等への融資を行っています。 
 
イ 産業立地促進融資利子補給制度（神奈川県） 
平成１３～１７年度に「産業立地促進融資」の資格認定及び融資実行を受け

た企業のうち、神奈川県外からの移転又は新たな立地であることや、神奈川県

内に用地及び建物を取得し、３年以内に操業を開始する企業に対する利子補給

を行っています。 
 
ウ 産業立地促進資金（川崎市） 

対象経費は設備資金であり、市で定める産業拠点地区及び工業専用地域に進

出する中堅・中小企業者などで市が認定した企業に融資を行っています。 
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別紙 
 
１ 特定事業の名称 
７０１ 臨時開庁手数料の軽減による貿易の促進事業 

 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
特定事業が行われる区域を所管する税関官署を利用して通関を行う者 

 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 
構造改革特別区域計画の認定後 

 
４ 特定事業の内容 
 

(1) 事業に関与する主体 
特定事業が行われる区域を所管する税関官署を利用して通関を行う者 

 
(2) 事業が行われる区域 
横浜市鶴見区及び神奈川区並びに川崎市川崎区の区域の一部（京浜臨海部） 
だたし、構造改革特別区域の範囲から横浜港臨港地区を除く。 
※横浜市と調整の結果、大黒埠頭出張所・鶴見出張所の一部については特定事

業の区域から除外 
※別添図面のとおり。 

 
(3) 事業の実施期間 
適用開始後、民間事業者による国際物流の効率化に向けた取り組みにより国

際競争力を回復するまでの間 
 

(4) 事業により実現される行為 
土日・休日又はこれ以外の日の税関の執務時間外に臨時開庁を行う場合の手

数料を、関税法の特例措置として１／２に軽減することによって、貿易の促進

が図られます。 
 

５ 当該規制の特例措置の内容 

 

(1) 当該特区内に所在する税関の執務時間外において貨物の積み下ろし又は運搬を

することができる港湾施設及び空港施設の位置及び概要 

 

ア 川崎港の位置及び概要 

川崎港は、コンテナバースを含む外貿１７バース・内貿２４バースの合計  

４１の公共バース、民間１４３バース、市営上屋１０棟及び公共荷捌地 624,646
㎡が整備され、また、総合保税地域に指定されている「かわさきファズ物流セ

ンター」のほか、今やアジア随一ともいわれる各企業の冷凍冷蔵倉庫等の物流

施設が集積され、首都圏全体の物流を支える一大物流拠点を形成しています。 
特に食料品輸入の増加等を背景に、平成１３年実績で冷凍冷蔵倉庫の設備能
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力は５２万トンを超え、また、年間入出庫量については約１９７万トンに達し、

神奈川地区全体の年間入出庫量約４０５万トンの約４８．５％、東京地区・神

奈川地区を合わせた年間入出庫量約１，００６万トンに対しても約１９．５％

と非常に高いシェアを占めており、東京港、横浜港を含め東京湾全体の港湾物

流にとって無くてはならない機能を担っています。 
また、扇町地区には主に輸入青果物を取り扱う民間ふ頭が流通加工サービス

を展開し、さらに浮島地区には、本年４月から輸入食肉類を主に取り扱う大規

模流通加工施設が開業し、搬入搬出合わせて、年間で約８０万トンの貨物を取

り扱う事業計画となっています。 
平成１３年の外国貿易額合計は、税関統計によると約１兆９，８３０億円で

全国で第８番目の貿易額となっており、また、同年の川崎港への入港船隻数合

計は３８，７６０隻、船舶総トン数合計は９,３００万６千総トンで全国第８位、
貨物取扱量合計は９，４１３万５千トンで全国第４位の取扱量となっています。 
なお、東扇島地区の川崎港コンテナターミナルは、２０時までゲートオープ

ンに対応できる体制となっており、税関の執務時間外において、貨物の取り扱

いが可能となっています。 
別添資料のとおり 
 
イ 羽田空港の位置及び概要 

別添資料のとおり 

 

(2) 川崎港に係る臨時開庁承認件数 

＜過去３年間の臨時開庁承認件数＞ 
川崎税関支署 東扇島出張所 合 計   

川崎市全域（川崎区東

扇島除く）及び横浜市

鶴見区扇島（１番２号

を除く） 

川崎区東扇島  

平成１２年    ３６７ ６０３ ９７０ 
平成１３年    ４９２    ６８５ １１７７ 
平成１４年    ４４０   １０６８ １５０８ 
※川崎港には横浜税関川崎税関支署及び東扇島出張所があり、円滑な通関手続き

を進める体制が整っています。 

 
(3) 開港又は税関空港に所在する港湾施設又は空港施設における利用者利便性の

向上又はこれら施設利用の促進などを通じて貿易の振興に資する施策 

 

ア 港湾施設利用者に対する利便性の向上策 

(ｱ) 入港料・港湾施設使用料に係わる経費について 

① 公共岸壁使用料の軽減化 

・川崎港コンテナターミナルに着岸するコンテナ船の係留施設使用料の減

額措置（平成８年４月実施） 

コンテナ貨物の積卸のため、川崎港コンテナバースを使用するときは、

２分の１以内を限度として減額しています。 
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・ダイレクトオンバース制度の導入（平成１１年１０月実施） 

荷役の前日に着岸する総トン数１，０００トン以上の船舶を対象に、

着岸時から荷役を開始する午前７時３０分までの間を使用料算定の基

礎となる係留時間から除いています。 

 

・１日２回以上利用する船舶の使用料軽減（平成１２年６月実施） 

総トン数１，０００トン以上の船舶で１日２回以上利用する船舶の使

用料については、２回目以降を免除しています。 

 

・使用回数に応じた使用料の減額（平成１３年４月実施） 

月に４回以上使用した総トン数７００トン以上の内航船及び総トン

数３，０００トン以上の外航船で同一の運航者によって運航される同一

船舶について、当該船舶の４回目以後の使用料を１０％減額しています。 

 

・日曜荷役に係る係船岸壁使用料の軽減化（今後検討） 

 

② 入港料等の軽減化 

・初入港コンテナ船への入港料免除（平成１０年１２月実施） 

新規コンテナ定期航路開設に伴い、初めて入港する船舶に対する入港

料を免除しています。 

 

・月に一定回数以上入港する船舶に対する入港料減額(今後検討) 

 

（イ） 行政手続きの簡素化及び効率化 

① 港湾物流プラットホームの構築 
川崎港を含む国内主要１０港の港湾管理者と国は、港湾物流プラットホ

ームの構築を研究しており、国際海上コンテナ輸送に関わる行政・民間の

全ての主体が、遅延なく共有すべき情報を電子的にやりとりすることを可

能とし、国際海上コンテナ輸送に関わる業務を滞りなく、低コストで実施

するためのシステム構築を進めています。 
これにより、情報交換の円滑化、共有化が図られ、コンテナ貨物処理状

況やターミナル周りの渋滞解消などによる、陸上輸送効率化の促進等さら

なる物流の効率化が図れます。 
平成１５年度は、平成１７年度の完成を目指し、システム構築のための

検討を急いでいます。 
 
 
② ファックスでの受付業務の拡大に加え、港湾ＥＤＩによる各種申請手続

の受付け（平成１１年１０月実施） 
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イ 港湾・空港施設利用促進策 

 

(ｱ) 港湾・空港関連インフラの整備 

① 川崎縦貫道路Ⅰ期の整備推進 
浮島から国道１５号線までの第Ⅰ期区間７．９kmの整備を推進します。
（平成１８年度完成予定、浮島－殿町間３．５kmは平成１４年に開通済） 

 
② 大師橋整備の推進 
多摩川渡河部における交通渋滞，老朽化に伴う安全性問題の解消のため、

整備を推進します。（平成１７年度完成予定） 
 
③ スーパー中枢港湾への取り組み 
川崎港はスーパー中枢港湾選定委員会での評価として、広域港湾連携の

中で湾域のコンテナ機能の分担、補完の形でスーパー中枢港湾への貢献を

検討するとされ、東京湾におけるコンテナ物流の高度化に貢献する可能性

があるとされており、川崎港は湾域を単位とする広域連携のもと、既存ス

トックを活用した物流機能の高度化を検討していきます。 
 
④ 羽田空港の再拡張・国際化事業 
国は、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００２」において、

「国土交通省は、羽田空港を再拡張し、２０００年代後半までに国際定期便

の就航を図る。」ことを閣議決定しています。 
 
⑤ 都市再生予定地域の設定 
京浜臨海都市再生予定地域協議会において、 
・臨海部幹線道路の整備 
・港湾・物流機能の再編 
・水際線の開放等の親水・防潮護岸の整備 
・川崎駅～南渡田周辺地区～塩浜周辺地区の鉄道のあり方 
・東京都側との連絡路 
などの都市基盤整備の検討が進められています。 

 
⑥ 都市再生緊急整備地域の指定 
都市再生緊急整備地域に指定された２地域（浜川崎駅周辺、川崎殿町・

大師河原）においては、地域整備方針に基づいた民間事業者による民間都

市再生事業と整合を図っていきます。 
 
⑦ 東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点 
第１次都市再生プロジェクトとして東京湾臨海部における基幹的広域

防災拠点の整備個所として、「首都圏広域防災拠点整備協議会」で川崎市

臨海部が決定されたのを受けて、川﨑港東扇島地区において、首都圏の広

範囲にわたり非常災害が発生した場合に、緊急輸送の確保その他の広域的

な災害対策の拠点としての機能を発揮する基幹的広域防災拠点の整備に

着手します。 
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⑧ 都市再生総合整備事業 
京浜臨海部の中の、南渡田周辺地区が平成１４年３月に、塩浜地区が同

年１２月に、それぞれ、都市再生総合整備事業を実施する特定地区に指定

され、都市基盤整備公団がコーディネイトを実施しています。 
 

(ｲ) 定期航路の誘致 

川崎港においては香港・厦門など中国華南地区を結ぶ航路は寄港しており

ますが，今後，なお一層の利用促進を図るためには取扱貨物量の増勢著しい

華東及び華北地区とのコンテナ定期航路の開設が不可欠であります。 
また，東扇島地区をはじめとする６０万トンを超える本港の冷凍冷蔵倉庫

群の保管能力を川崎港利用促進に結合・活用するため，中国のほか豪州・北

米など必要な航路誘致に全力をあげる必要があります。 
このため，現在，川崎市・川崎商工会議所・(社)川崎港振興協会・川崎港
運協会・かわさき港コンテナターミナル㈱・かわさきファズ㈱の港湾関係 6
団体により川崎港ポートセールス事業推進協議会を構成し，官民一体となっ

た誘致活動を強力に推進しているところです。 
 

ウ 神奈川県・川崎市としての広域貿易促進施策の実施 

(ｱ) 輸入促進基盤整備事業（川崎市・神奈川県） 

川崎港（東扇島地区）では、平成６年３月に策定された川崎市地域輸入促

進計画に基づき、輸入促進基盤整備事業として、第３セクターを事業主体に、

輸入食料品を主な取扱対象とする、「かわさきファズ物流センター」が平成

１０年４月から開業しています。 

 

（ｲ） 不動産取得税の軽減措置（神奈川県） 
京浜臨海部における産業の活性化及び雇用の創出を図るため、この地域で

の一定の家屋及びその敷地の取得に対する不動産取得税について、取得の時

期に応じて税率を軽減しています。 
不動産の取得時期と適用税率 
・ 平成１３年４月１日から平成１５年３月３１日の
取得 
本来の税率４％→２％又は３％に軽減 
・ 平成１５年４月１日から平成１８年３月３１日の取得 
本来の税率３％→１．５％又は２．２５％に軽減 

 
税率軽減の効果 

 進出企業数 雇用創出 軽減額 
平成１３年度 １０社 約１８０人 ３，３００万円 
平成１４年度 ９０社 約１２００人 ５億２，０００万円 

 
 

(ｳ)京浜臨海部企業立地計画策定支援補助事業（神奈川県） 
京浜臨海部等の土地を取得し、又は借用して、新たに事業用施設を設置し、
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事業展開することを計画している企業に対し、事業活動を進めるために必要

な調査研究に対する補助金の交付を行っています。 
 

京浜臨海部企業立地計画策定支援補助事業を活用し、京浜臨海部へ立地

した企業が、不動産取得税の軽減措置の適用を受けた物流関連企業 
（例） （省略） 

 
(ｴ) 平成１５年度国際臨空産業集積促進調査（神奈川県）（２０，０００千円） 
羽田空港の再拡張・国際化に対応した物流施設や研究開発施設などの国際

臨空産業の集積促進を図るため、民間投資誘導方策や交通基盤などについて

具体的な検討を行います。 
 

エ その他（企業立地を支援する融資制度） 

(ｱ) 産業立地促進融資制度（神奈川県） 
中小企業や地域経済活性化等への効果が大きいと認められる企業への土

地・建物取得費等への融資を行っています。 
 
(ｲ) 産業立地促進融資利子補給制度（神奈川県） 
平成１３～１７年度に「産業立地促進融資」の資格認定及び融資実行を受

けた企業のうち、神奈川県外からの移転又は新たな立地であることや、神奈

川県内に用地及び建物を取得し、３年以内に操業を開始する企業に対する利

子補給を行っています。 
 
(ｳ) 産業立地促進資金（川崎市） 

対象経費は設備資金であり、市で定める産業拠点地区及び工業専用地域に

進出する中堅・中小企業者などで市が認定した企業に融資を行っています。 

 



 1

別紙 

 

１ 特定事業の名称 

７０２ 税関の執務時間外における通関体制の整備による貿易の促進事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

特定事業が行われる区域を所管する税関官署を利用して通関を行う者 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

構造改革特別区域計画の認定後 

 

４ 特定事業の内容 

 

(1) 事業に関与する主体 

特定事業が行われる区域を所管する税関官署を利用して通関を行う者 

 

(2) 事業が行われる区域 

横浜市鶴見区及び神奈川区並びに川崎市川崎区の区域の一部（京浜臨海部） 
だたし、構造改革特別区域の範囲から横浜港臨港地区を除く。 
※横浜市と調整の結果、大黒埠頭出張所・鶴見出張所の一部については特定事

業の区域から除外 
※別添図面のとおり。 
 

(3) 事業の実施期間 

適用開始後、民間事業者による国際物流の効率化に向けた取り組みにより国

際競争力を回復するまでの間 

 

(4) 事業により実現される行為 

近年、貨物の誘致に係る国際競争が非常に激化している。このような状況下、

我が国においても、リードタイムの短縮や物流コスト削減など輸送経路の効率

化を通じて、貿易の振興を図ることが喫緊の課題となっています。 
こうした状況に鑑み、構造改革特別区域法第１７条に基づく特例措置が認定

された特区について、臨時開庁申請が確実に見込める時間帯においては、当該

特区に所在する官署に予め職員を常駐させることとし、その他の時間帯につい

ては、個々の申請に応じ必ず所要の職員を配置できる体制とする必要がありま

す。 

これにより、手数料軽減と合わせ、利用者の利便性が著しく向上し、貿易の

促進が図られます。 
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５ 当該規制の特例措置の内容 

 

(1) 当該特区内に所在する税関の執務時間外において貨物の積み下ろし又は運搬

をすることができる港湾施設及び空港施設の位置及び概要 

ア 川崎港の位置及び概要 

川崎港は、コンテナバースを含む外貿１７バース・内貿２４バースの合計   
４１の公共バース、民間１４３バース、市営上屋１０棟及び公共荷捌地 624,646
㎡が整備され、また、総合保税地域に指定されている「かわさきファズ物流セ

ンター」のほか、今やアジア随一ともいわれる各企業の冷凍冷蔵倉庫等の物流

施設が集積され、首都圏全体の物流を支える一大物流拠点を形成しており、特

に食料品輸入の増加等を背景に、平成１３年実績で冷凍冷蔵倉庫の設備能力は

５２万トンを超え、また、年間入出庫量については約１９７万トンに達し、神

奈川地区全体の年間入出庫量約４０５万トンの約４８．５％、東京地区・神奈

川地区を合わせた年間入出庫量約１，００６万トンに対しても約１９．５％と

非常に高いシェアを占めており、東京港、横浜港を含め東京湾全体の港湾物流

にとって無くてはならない機能を担っています。 
また、扇町地区には主に輸入青果物を取り扱う民間ふ頭が流通加工サービス

を展開し、さらに浮島地区には、本年４月から輸入食肉類を主に取り扱う大規

模流通加工施設が開業し、搬入搬出合わせて、年間で約８０万トンの貨物を取

り扱う事業計画となっています。 
平成１３年の外国貿易額合計は、税関統計によると約１兆９，８３０億円で

全国で第８番目の貿易額となっています。 
また、同年の川崎港への入港船隻数合計は３８，７６０隻、船舶総トン数合

計は９,３００万６千総トンで全国第８位、貨物取扱量合計は９，４１３万５千
トンで全国第４位の取扱量となっています。 
なお、東扇島地区の川崎港コンテナターミナルは、２０時までゲートオープ

ンに対応できる体制となっており、税関の執務時間外において、貨物の取り扱

いが可能となっています。 
別添資料のとおり 
 

イ 羽田空港の位置及び概要 

別添資料のとおり 

 

(2) 川崎港に係る臨時開庁承認件数 

＜過去３年間の臨時開庁承認件数＞ 
川崎税関支署 東扇島出張所 合 計   

川崎市全域（川崎区東

扇島除く）及び横浜市

鶴見区扇島（１番２号

を除く） 

川崎区東扇島  

平成１２年    ３６７ ６０３ ９７０ 
平成１３年    ４９２    ６８５ １１７７ 
平成１４年    ４４０   １０６８ １５０８ 



 3

※川崎港には横浜税関川﨑税関支署及び東扇島出張所があり、円滑な通関手続き

を進める体制が整っています。 

(3) 特定事業が行われる区域を管轄区域とする税関官署で、臨時開庁申請が確実に

見込めるものとして職員の常駐を希望する時間帯 

平日  １７時から１９時 

※税関職員の常駐を希望する時間帯については、需要の実態を把握したうえ

で、詳細について財務省と別途協議することとします。 

 

(4) 算定根拠 

構造改革特別区域法第４条３項の規定に基づき、物流業者等の意見を聴取した

結果であります。本制度の定着により当該時間帯の新たなニーズも出てくるとの

ことであり、今後も臨時開庁申請が確実に見込めるものと推察されます。 

更に、本特定事業の実施と合わせ、民間事業者と一体となった利用促進や利便

性の向上等、国際物流の効率化に向けた取り組みを着実に実施することで、国際

貨物の増加、具体的な通関需要に裏打ちされたフルオープン化を図り、我が国の

貿易の振興を目指すものであります。 

京浜臨海部における官民一体となった港湾サービスの向上に向けた動きが顕

在化する中で、こうした動きをより加速させ、これが起爆剤となり、全国的な広

がりへと結びつけるためにも、当該地区が認定されることの意義は大きいもので

あり、是非とも、税関の執務時間外における通関体制の整備をお願いしたい。 

 


